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【国立研究開発法人　国立精神・神経医療研究センター】 （単位:円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 6,935,814,612

有価証券 1,000,000,000

医業未収金 1,992,796,740

貸倒引当金 △ 2,318,228 1,990,478,512

未収金 606,441,052

医薬品 36,090,237

診療材料 21,484,314

給食用材料 85,057

貯蔵品 15,619,281

前渡金 6,807,000

前払費用 68,974,618

未収消費税等 48,865,900

その他流動資産 2,511,304

流動資産合計 10,733,171,887

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

建物 19,624,564,433

減価償却累計額 △ 10,606,507,119

減損損失累計額 △ 47,281,253 8,970,776,061

構築物 442,258,621

減価償却累計額 △ 293,152,447 149,106,174

医療用器械備品 2,586,897,147

減価償却累計額 △ 2,286,591,086 300,306,061

その他器械備品 9,420,918,670

減価償却累計額 △ 8,376,743,774 1,044,174,896

車両 3,496,603

減価償却累計額 △ 3,496,599 4

土地 18,705,172,859

建設仮勘定 350,513,000

その他有形固定資産 2,640,000

有形固定資産合計 29,522,689,055

２　無形固定資産

ソフトウェア 134,608,134

特許権 7,127,338

電話加入権 68,000

特許権仮勘定 27,872,813

その他無形固定資産 403,728

無形固定資産合計 170,080,013

３　投資その他の資産

退職給付引当金見返（注） 3,895,808,836

破産更生債権等 9,506,069

貸倒引当金 △ 9,506,069 0

その他投資資産 4,206,268

投資その他の資産合計 3,900,015,104

固定資産合計 33,592,784,172

資産合計 44,325,956,059

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

貸　借　対　照　表
（令和5年３月31日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
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【国立研究開発法人　国立精神・神経医療研究センター】 （単位:円）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額

負債の部

Ⅰ　流動負債

運営費交付金債務（注） 67,609,957

預り施設費（注） 2,930,482,000

預り寄附金（注） 119,487,556

一年以内返済⾧期借入金 138,770,000

買掛金 640,163,914

未払金 1,680,922,244

前受金 72,768,017

預り金 514,114,839

未払費用 3,347

引当金

賞与引当金 484,793,488 484,793,488

流動負債合計 6,649,115,362

Ⅱ　固定負債

資産見返負債（注）

資産見返運営費交付金 240,879,309

資産見返補助金等 145,831,661

資産見返寄附金 102,224,174

建設仮勘定見返施設費 350,513,000

特許権仮勘定見返寄附金 449,960 839,898,104

⾧期借入金 1,487,614,000

引当金

退職給付引当金 4,148,736,423 4,148,736,423

資産除去債務 279,245,297

固定負債合計 6,755,493,824

負債合計 13,404,609,186

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 37,329,962,123

資本金合計 37,329,962,123

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 4,358,003,416

その他行政コスト累計額（注）

減価償却相当累計額（－） △ 9,015,077,552

減損損失相当累計額（－） △ 2,002,460

利息費用相当累計額（－） △ 32,569,946

除売却差額相当累計額（－） △ 81,368,885 △ 9,131,018,843

資本剰余金合計 △ 4,773,015,427

Ⅲ　繰越欠損金

当期未処理損失 △ 1,635,599,823

（うち当期総利益） (120,329,536)

繰越欠損金合計 △ 1,635,599,823

純資産合計 30,921,346,873

負債純資産合計 44,325,956,059

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。
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【国立研究開発法人　国立精神・神経医療研究センター】 （単位:円）

Ⅰ　損益計算書上の費用
業務費 19,157,134,164
一般管理費 1,542,917,356

財務費用 109,060

その他経常費用 5,249,778

臨時損失 303,734

損益計算書上の費用合計 20,705,714,092

Ⅱ　その他行政コスト

減価償却相当額（注） 473,821,930

利息費用相当額（注） 3,130,653

除売却差額相当額（注） 24

その他行政コスト合計 476,952,607

Ⅲ　行政コスト 21,182,666,699

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

行政コスト計算書
（令和4年４月１日～令和5年３月31日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
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【国立研究開発法人　国立精神・神経医療研究センター】 （単位:円）

経常費用
業務費

給与費 8,243,539,126
材料費 4,430,882,345
委託費 3,193,888,320
設備関係費 1,595,436,612
経費 1,692,816,193
その他 571,568 19,157,134,164

一般管理費
給与費 849,699,375
材料費 31,834
設備関係費 8,817,400
経費 684,368,747 1,542,917,356

財務費用 109,060
その他経常費用 5,249,778

経常費用合計 20,705,410,358

経常収益
運営費交付金収益（注） 3,591,391,683
補助金等収益（注） 901,399,629
業務収益

医業収益 11,439,965,077
研修収益 70,224,383
研究収益 4,224,493,441 15,734,682,901

寄附金収益（注） 55,001,408
資産見返負債戻入（注）

資産見返運営費交付金戻入 53,138,815
資産見返補助金等戻入 44,706,943
資産見返寄附金戻入 34,250,338 132,096,096

財務収益 635,615
退職給付引当金見返に係る収益（注） 249,285,933
その他経常収益 145,251,913

経常収益合計 20,809,745,178
経常利益 104,334,820

臨時損失
固定資産除却損 303,734 303,734

臨時利益
その他臨時利益 16,298,450 16,298,450

当期純利益 120,329,536
当期総利益 120,329,536

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

損　益　計　算　書
（令和4年４月１日～令和5年３月31日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
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【国立研究開発法人　国立精神・神経医療研究センター】 （単位:円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出 △ 8,512,193,959

材料の購入による支出 △ 4,390,311,705

その他の業務支出 △ 6,988,632,049

運営費交付金収入 3,775,243,000

補助金等収入 978,231,384

補助金等の精算による返還金の支出 △ 14,377,498

寄附金収入 94,046,965

医業収入 11,353,501,462

研修収入 70,994,056

研究収入 4,189,650,835

その他の収入 194,039,622

小計 750,192,113

利息の受取額 627,396

利息の支払額 △ 109,350

業務活動によるキャッシュ・フロー 750,710,159

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 500,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 700,875,779

無形固定資産の取得による支出 △ 116,322,361

施設費による収入 1,529,450,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 212,251,860

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

⾧期借入金の返済による支出 △ 138,770,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 138,770,000

Ⅳ　資金増加額 824,192,019

Ⅴ　資金期首残高 6,111,622,593

Ⅵ　資金期末残高 6,935,814,612

キャッシュ・フロー計算書
（令和4年４月１日～令和5年３月31日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
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【国立研究開発法人　国立精神・神経医療研究センター】 （単位:円）

Ⅰ　当期未処理損失 △ 1,635,599,823

当期総利益 120,329,536

前期繰越欠損金 △ 1,755,929,359

Ⅱ　次期繰越欠損金 △ 1,635,599,823 △ 1,635,599,823

損失の処理に関する書類
（令和5年8月25日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
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注 記 事 項

Ⅰ．重要な会計方針

当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３年９月2

1日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３

月最終改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」という。）のうち、時価の算定に係る改訂内容を適用して、財務

諸表等を作成しております。

なお、独立行政法人会計基準等のうち、収益認識に関する改訂内容は令和５事業年度から適用します。

１．運営費交付金収益の計上基準

「独立行政法人会計基準」第８１（注解60、注解61）に基づき業務達成基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ２ ～ ３９年

構築物 ９ ～ ６０年

医療用器械備品 ４ ～ １５年

その他器械備品 ４ ～ ２０年

車両 ４ ～ ５年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）及び資産除去債務に対応する特定の除去

費用等（独立行政法人会計基準第９１）に係る減価償却相当額については、減価償却相当累計額と

して資本剰余金から控除して表示しております。

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいており

ます。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見積額に基づき計上してお

ります。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、期間定額基準によっております。

過去勤務費用は、その発生事業年度に一括費用処理することとしております。

数理計算上の差異は、その発生事業年度に一括費用処理することとしております。

なお、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時金については、退職給付引当

金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。

４．貸倒引当金の計上基準

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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５．賞与引当金の計上基準

役員に対して支給する業績年俸及び職員に対して支給する賞与に備えるため、当該事業年度に負担

すべき支給見込額を計上しております。

６．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的有価証券については、償却原価法（定額法）を採用しております。

７．棚卸資産の評価基準及び評価方法

（１）医薬品

最終仕入原価法に基づく低価法

（２）診療材料

最終仕入原価法に基づく低価法

（３）給食用材料

最終仕入原価法に基づく低価法

（４）貯蔵品

最終仕入原価法に基づく低価法

８．リース取引の処理方法

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。

９．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

Ⅱ．貸借対照表

１．高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律（平成20年法律第93号）附則

第8条第7項に基づく当該事業年度末における保証債務の総額 1,626,384,000円

２．金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については預金及び公債に限定し、また、資金調達については財政融資資金か

らの借入によっております。借入金の使途は、事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計

画に沿って資金調達を行っております。資金運用にあたっては、独立行政法人通則法第47条の規定に

基づき、合同運用指定金銭信託のみを保有することとし、株式等を保有しておりません。

また、当法人の診療報酬債権に係る回収リスクは、収入管理事務要領等に沿ってリスク低減を図って

おります。
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３．金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、現金は注記を省略しており、預金、有価証券、医業未収金、未収金、買掛金及び未払金は短期

間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：円）

貸借対照表
区 分 時 価② 差 額（②-①）

計 上 額①

長期借入金 (1,626,384,000) （1,587,546,276） (△38,837,724)

（注１）負債に計上されているものは（ ）で示しております。

（注２）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三

つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した

時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定

した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ

れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており

ます。

長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。

４．その他行政コスト累計額のうち、出資財源資産にかかる金額

その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産にかかる金額7,516,679,432円

Ⅲ．行政コスト計算書

１．国民の負担に帰せられるコスト

① 行政コスト 21,182,666,699円

② 自己収入等 △15,864,984,482円

③ 機会費用 138,560,838円

独立行政法人の業務運営に関して

国民の負担に帰せられるコスト 5,456,243,055円

２．機会費用の計上方法

政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率

10年利付国債の令和5年3月末利回りを参考に0.32％で計算しております。

Ⅳ．損益計算書

１．国又は地方公共団体からの受託による収益の科目別内訳

① 医業収益 32,725,685円

② 研究収益 55,662,004円

③ 研修収益 762,158円

合 計 89,149,847円
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２．経常費用の内訳

① 給与費のうち、引当金繰入額

賞与引当金繰入額 421,753,481円

② 設備関係費のうち、減価償却費 963,453,540円

Ⅴ．キャッシュ・フロー計算書

１．資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,935,814,612円

資金期末残高 6,935,814,612円

２．重要な非資金取引

現物寄附による資産等の取得 52,850,426円

Ⅵ．退職給付引当金

（１）採用している退職給付制度の概要

当法人は、職員の退職給付に充てるため、退職一時金制度を採用しております。

退職一時金制度（非積立型制度である。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を

支給しており、原則法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

（２）退職一時金制度

１．退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

区 分 令和５年３月31日現在

期首における退職給付債務 4,014,782,654円

勤務費用 309,748,921円

利息費用 0円

数理計算上の差異の当期発生額 110,575,793円

退職給付の支払額 △286,370,945円

期末における退職給付債務 4,148,736,423円

２．退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

区 分 令和５年３月31日現在

非積立型制度の未積立退職給付債務 4,148,736,423円

小計 4,148,736,423円

未認識数理計算上の差異 0円

未認識過去勤務費用 0円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 4,148,736,423円

退職給付引当金 4,148,736,423円

３．退職給付費用に関する損益

区 分 令和５年３月31日現在

勤務費用 309,748,921円

利息費用 0円

数理計算上の差異の損益処理額 110,575,793円

過去勤務債務の当期費用処理額 0円

退職給付費用 420,324,714円
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４．数理計算上の計算基礎に関する事項

区 分 令和５年３月31日現在

割引率 0.00％

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

Ⅶ．資産除去債務関係

１．資産除去債務の概要

当センターは、所有する研究機器の処分時における「放射性同位元素等による放射線障害の防止に

関する法律」に基づく除去費用につき資産除去債務を計上しております。

２．資産除去債務の金額の算定方法

資産除去債務の見積もりにあたり、使用見込期間を１３３ヶ月及び１３７ヶ月と見積もっております。

割引率は当該期間を勘案し、使用見込期間に見合う国債の利回りを参考にしており、１．１１９％及び

１．１５１％となっております。

３．当事業年度における資産除去債務の総額の増減

期首残高 276,114,644円

時の経過による調整額 3,130,653円

期末残高 279,245,297円

Ⅷ．重要な債務負担行為

当事業年度に契約を締結し、翌期以降に支払いが発生する重要なものは以下の通りです。

（単位：円）

契約内容 契約金額 翌期以降支払金額

エネルギーセンター熱源更新工事 216,466,800 216,466,800

研究所2号館（ゲノム解析センター）建替等整備工事 535,150,000 321,090,000

の設計及び工事監理業務

霊長類研究施設 実験動物飼育管理業務 155,430,000 103,620,000

給食業務委託 415,008,000 276,672,000

情報ネットワークシステム保守運用管理業務委託 154,440,000 128,700,000

Ⅸ．重要な後発事象

該当事項はありません。
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破
産

更
生

債
権

等
9,

03
4,

94
1

2,
15

5,
17

1
1,

68
4,

04
3

9,
50

6,
06

9
0

0
0

0
9,

50
6,

06
9

貸
倒

引
当

金
△

 9
,0

34
,9

41
△

 2
,1

55
,1

71
△

 1
,6

84
,0

43
△

 9
,5

06
,0

69
0

0
0

0
△

 9
,5

06
,0

69

そ
の

他
投

資
資

産
7,

90
0,

45
4

91
3,

60
4

4,
60

7,
79

0
4,

20
6,

26
8

0
0

0
0

4,
20

6,
26

8

計
3,

80
5,

38
5,

84
0

25
0,

19
9,

53
7

15
5,

57
0,

27
3

3,
90

0,
01

5,
10

4
0

0
0

0
3,

90
0,

01
5,

10
4

（
注

）
そ

の
他

医
療

機
器

の
当

期
減

少
額

の
主

な
内

訳
は

、
SP

EC
T装

置
99

,7
86

,6
00

円
、

次
世

代
シ

ー
ケ

ン
サ

ー
69

,0
58

,5
00

円
、

放
射

性
医

薬
品

合
成

設
備

29
,9

70
,0

00
円

に
よ

る
も

の
で

す
。

投
資

そ
の

他
の

資
産

有
形

固
定

資
産

（
減

価
償

却
相

当
額

）

非
償

却
資

産

有
形

固
定

資
産

合
計

無
形

固
定

資
産

有
形

固
定

資
産

（
減

価
償

却
費

）

１
．

固
定

資
産

の
取

得
、

処
分

、
減

価
償

却
費

（
「

第
87

　
特

定
の

資
産

に
係

る
費

用
相

当
額

の
会

計
処

理
」

及
び

「
第

91
　

資
産

除
去

債
務

に
係

る
特

定
の

除
去

費
用

等
の

会
計

処
理

」
に

よ
る

減
価

償
却

相
当

額
も

含
む

。
）

及
び

減
損

損
失

累
計

額
の

明
細

資
産

の
種

類
減

価
償

却
累

計
額

減
損

損
失

累
計

額
摘

要

13



２
．

棚
卸

資
産

の
明

細
（
単
位
：
円
）

36
,0

90
,2

37
注

１
21

,4
84

,3
14

85
,0

57
15

,6
19

,2
81

73
,2

78
,8

89
（

注
）

１
．

当
期

減
少

額
の

そ
の

他
は

、
低

価
法

に
よ

る
評

価
損

に
よ

る
も

の
で

す
。

３
．

有
価

証
券

の
明

細
（

１
）

流
動

資
産

と
し

て
計

上
さ

れ
た

有
価

証
券

（
単
位
：
円
）

0 0

４
．

⾧
期

借
入

金
の

明
細

（
単

位
:

円
）

平
均

利
率

（
％

）
返

済
期

限
摘

　
　

要

0.
00

6
令

和
5年

9月
20

日
～

令
和

17
年

3月
20

日
財

政
融

資
資

金
1,

76
5,

15
4,

00
0

0
13

8,
77

0,
00

0
1,

62
6,

38
4,

00
0

計
1,

76
5,

15
4,

00
0

0
13

8,
77

0,
00

0
1,

62
6,

38
4,

00
0

1,
00

0,
00

0,
00

0

区
　

　
　

分
期

首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
期

末
残

高

貸
借

対
照

表
計

上
額

合
計

1,
00

0,
00

0,
00

0

期
末

残
高

摘
　

　
要

当
期

購
入

・
払

出
・

振
替

そ
の

他
製

造
・

振
替

医
薬

品
35

,7
12

,2
57

3,
39

3,
33

4,
78

2
3,

39
2,

94
0,

09
7

16
,7

05

種
類

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

診
療

材
料

21
,8

30
,6

69
39

2,
04

7,
84

9
39

2,
39

4,
20

4
0

給
食

用
材

料
1,

35
7,

65
0

12
5,

10
9,

53
0

12
6,

38
2,

12
3

0
貯

蔵
品

13
,2

91
,7

71
53

8,
41

1,
22

9
53

6,
08

3,
71

9
0

当
期

評
価

に
含

ま
れ

た
評

価
差

額
摘

　
　

要

合
同

運
用

指
定

金
銭

信
託

計
1,

00
0,

00
0,

00
0

1,
00

0,
00

0,
00

0
1,

00
0,

00
0,

00
0

計
72

,1
92

,3
47

4,
44

8,
90

3,
39

0
4,

44
7,

80
0,

14
3

16
,7

05

満
期

保
有

目
的

債
券

銘
柄

名
取

得
価

額
券

面
総

額
貸

借
対

照
表

計
上

額

1,
00

0,
00

0,
00

0
1,

00
0,

00
0,

00
0

14



５
．

引
当

金
の

明
細

（
単

位
:

円
）

48
4,

79
3,

48
8 0

48
4,

79
3,

48
8

６
．

貸
付

金
等

に
対

す
る

貸
倒

引
当

金
の

明
細

（
単

位
:

円
）

当
期

増
減

額
期

末
残

高
△

 2
41

,6
32

2,
31

8,
22

8
△

 2
41

,6
32

2,
31

8,
22

8
注

１
0

0
0

0
47

1,
12

8
9,

50
6,

06
9

47
1,

12
8

9,
50

6,
06

9
注

２
22

9,
49

6
11

,8
24

,2
97

（
注

）
１

．
一

般
債

権
に

つ
い

て
は

、
貸

倒
実

績
率

に
よ

り
回

収
不

能
見

込
額

を
計

上
し

て
お

り
ま

す
。

２
．

破
産

更
生

債
権

等
（

発
生

か
ら

1年
以

上
経

過
し

た
医

業
未

収
金

及
び

未
収

金
）

に
つ

い
て

は
、

個
別

に
回

収
可

能
性

を
検

討
し

て
回

収
不

能
見

込
額

を
計

上
し

て
お

り
ま

す
。

破
産

更
生

債
権

等
9,

03
4,

94
1

47
1,

12
8

9,
50

6,
06

9
9,

03
4,

94
1

計
2,

20
7,

16
6,

65
8

40
1,

57
7,

20
3

2,
60

8,
74

3,
86

1
11

,5
94

,8
01

一
般

債
権

29
3,

08
3,

74
8

31
3,

35
7,

30
4

60
6,

44
1,

05
2

0
破

産
更

生
債

権
等

9,
03

4,
94

1
47

1,
12

8
9,

50
6,

06
9

9,
03

4,
94

1

一
般

債
権

1,
90

5,
04

7,
96

9
87

,7
48

,7
71

1,
99

2,
79

6,
74

0
2,

55
9,

86
0

未
収

金
29

3,
08

3,
74

8
31

3,
35

7,
30

4
60

6,
44

1,
05

2
0

摘
　

　
要

期
首

残
高

当
期

増
減

額
期

末
残

高
期

首
残

高
医

業
未

収
金

1,
90

5,
04

7,
96

9
87

,7
48

,7
71

1,
99

2,
79

6,
74

0
2,

55
9,

86
0

計
48

0,
04

0,
78

5
48

4,
79

3,
48

8
48

0,
04

0,
78

5
0

区
　

　
　

分
貸

付
金

等
の

残
高

貸
倒

引
当

金
の

残
高

賞
与

引
当

金
47

2,
75

8,
33

5
48

4,
79

3,
48

8
47

2,
75

8,
33

5
0

7,
28

2,
45

0
0

7,
28

2,
45

0
0

環
境

対
策

引
当

金

区
　

　
　

分
期

首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
期

末
残

高
摘

　
　

要
目

的
使

用
そ

の
他

15



７
．

退
職

給
付

引
当

金
の

明
細

（
単

位
:

円
）

期
末

残
高

摘
　

　
要

4,
14

8,
73

6,
42

3
退

職
一

時
金

に
係

る
債

務
4,

14
8,

73
6,

42
3 0

年
金

資
産

0
退

職
給

付
引

当
金

4,
14

8,
73

6,
42

3

８
．

資
産

除
去

債
務

の
明

細
（

単
位

:
円

）
摘

　
　

要

（
注

）
１

．
資

産
除

去
債

務
に

対
応

す
る

除
去

費
用

等
に

つ
い

て
、

独
立

行
政

法
人

会
計

基
準

第
91

の
特

定
が

さ
れ

て
お

り
ま

す
。

９
．

保
証

債
務

の
明

細
（

単
位

:
円

）
保

証
料

収
益

件
数

金
額

件
数

金
額

件
数

金
額

件
数

金
額

金
額

(1
38

,7
70

,0
00

)
(1

38
,7

70
,0

00
)

1
1,

76
5,

15
4,

00
0

0
0

1
13

8,
77

0,
00

0
1

1,
62

6,
38

4,
00

0
0

（
注

）
１

．
高

度
専

門
医

療
に

関
す

る
研

究
等

を
行

う
国

立
研

究
開

発
法

人
に

関
す

る
法

律
附

則
第

8条
第

7項
の

規
定

に
基

づ
き

、
各

国
立

高
度

専
門

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

は
、

　
厚

生
労

働
大

臣
が

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

り
、

当
該

国
立

高
度

専
門

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

以
外

の
国

立
高

度
専

門
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
が

承
継

し
た

旧
特

別
会

計
の

　
財

政
融

資
資

金
か

ら
の

借
入

金
債

務
を

保
証

し
て

お
り

ま
す

。
２

．
（

　
）

は
、

１
年

以
内

保
証

債
務

減
少

予
定

額
を

記
載

し
て

お
り

ま
す

。

区
　

　
　

分
期

首
残

高
当

期
増

加
当

期
減

少
期

末
残

高

旧
特

別
会

計
の

財
政

融
資

資
金

か
ら

の
負

債
に

係
る

保
証

債
務

放
射

性
同

位
元

素
等

に
よ

る
放

射
線

障
害

の
防

止
に

関
す

る
法

律
27

6,
11

4,
64

4

4,
01

4,
78

2,
65

4
42

0,
32

4,
71

4
28

6,
37

0,
94

5

0
11

0,
57

5,
79

3
11

0,
57

5,
79

3

0
0

0
4,

01
4,

78
2,

65
4

53
0,

90
0,

50
7

39
6,

94
6,

73
8

区
　

　
　

分
期

首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
期

末
残

高

区
　

　
　

分
期

首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
退

職
給

付
債

務
合

計
額

4,
01

4,
78

2,
65

4
42

0,
32

4,
71

4
28

6,
37

0,
94

5

未
認

識
過

去
勤

務
費

用
及

び
未

認
識

数
理

計
算

上
の

差
異

注
１

3,
13

0,
65

3
0

27
9,

24
5,

29
7

16



10
．

資
本

剰
余

金
の

明
細

（
単

位
:

円
）

期
末

残
高

摘
　

　
要

資
　

 本
資

本
剰

余
金

剰
余

金
施

設
費

4,
12

4,
20

2,
49

9
運

営
費

交
付

金
0

補
助

金
等

0
寄

附
金

等
0

目
的

積
立

金
0

そ
の

他
23

3,
80

0,
91

7
4,

35
8,

00
3,

41
6

計
4,

35
8,

00
3,

41
6

0
0

0
0

0
23

3,
80

0,
91

7
0

0

0
0

0

区
　

　
　

　
　

　
　

分
期

首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額

4,
12

4,
20

2,
49

9
0

0
0

00
0

0
0

17



11
．

運
営

費
交

付
金

債
務

及
び

当
期

振
替

額
等

の
明

細
（

１
）

運
営

費
交

付
金

債
務

の
増

減
の

明
細

（
単

位
:

円
）

0
3,

63
4,

88
6,

18
0

15
0,

96
2,

48
3

67
,6

09
,9

57

（
２

）
運

営
費

交
付

金
債

務
の

当
期

振
替

額
及

び
主

な
使

途
の

明
細

　
　

①
運

営
費

交
付

金
収

益
へ

の
振

替
額

及
び

主
な

使
途

の
明

細
（
単
位
：
円
）

研
究

業
務

臨
床

研
究

業
務

診
療

業
務

教
育

研
修

業
務

情
報

発
信

業
務

法
人

共
通

業
務

0
0

期
間

進
行

基
準

に
よ

る
振

替
額

0
費

用
進

行
基

準
に

よ
る

振
替

額
0

会
計

基
準

第
81

第
4項

に
よ

る
振

替
額

0

合
　

　
　

計

期
末

残
高

3,
59

1,
39

1,
68

3

引
当

金
見

返
と

の
相

殺
額

そ
の

他
経

費
:

1,
28

1,
00

0円

区
分

運
営

費
交

付
金

収
益

運
営

費
交

付
金

の
主

な
使

途

21
5,

07
4,

49
0

運
営

費
交

付
金

期
首

残
高

交
付

金
当

期
交

付
額 3,

77
5,

24
3,

00
0

78
,2

15
,6

20

1,
28

1,
00

0

人
件

費
:

98
4,

40
7,

77
9円

、
材

料
費

:
73

,9
62

,9
80

円
、

そ
の

他
経

費
:

1,
03

9,
83

8,
74

0円

人
件

費
:

96
5,

77
6,

18
8円

、
材

料
費

:
28

,4
35

円
、

そ
の

他
経

費
:

30
9,

98
6,

07
1円

人
件

費
:

16
3,

45
2,

35
7円

、
そ

の
他

経
費

:
51

,6
22

,1
33

円

43
,4

94
,4

97

当
期

振
替

額

費
用

主
な

使
途

業
務

達
成

基
準

に
よ

る
振

替
額

人
件

費
:

1,
03

6,
00

0円
1,

03
6,

00
0

2,
09

8,
20

9,
49

9

1,
28

1,
00

0

運
営

費
交

付
金

収
益

資
産

見
返

資
本

剰
余

金
小

　
　

計

00

1,
03

6,
00

0

1,
27

5,
79

0,
69

4 0

21
5,

07
4,

49
0

2,
09

8,
20

9,
49

9

1,
27

5,
79

0,
69

4

3,
59

1,
39

1,
68

3

18



　
②

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

及
び

資
本

剰
余

金
へ

の
振

替
額

並
び

に
主

な
使

途
の

明
細

（
単

位
:

円
）

振
替

額

　
研

究
業

務
0

　
臨

床
研

究
業

務
0

　
診

療
業

務
0

0

　
教

育
研

修
業

務
0

　
情

報
発

信
業

務
0

　
法

人
共

通
業

務
0

0

　
合

　
　

計
0

（
３

）
引

当
金

見
返

と
の

相
殺

額
の

明
細

（
４

）
運

営
費

交
付

金
債

務
残

高
の

明
細

（
単

位
:

円
）

翌
事

業
年

度
に

繰
り

越
し

た
運

営
費

交
付

金
債

務
残

高
と

使
用

見
込

み
は

以
下

の
と

お
り

で
す

。

67
,6

09
,9

57
業

務
達

成
基

準
を

採
用

し
た

業
務

に
係

る
分

期
間

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

係
る

分

費
用

進
行

基
準

を
採

用
し

た
業

務
に

係
る

分

　
－

　
－

（
費

用
進

行
基

準
を

採
用

し
た

業
務

は
あ

り
ま

せ
ん

）

（
期

間
進

行
基

準
を

採
用

し
た

業
務

は
あ

り
ま

せ
ん

）

11
,3

18
,6

81

主
な

使
途

―

運
営

費
交

付
金

債
務

残
高

セ
グ

メ
ン

ト

―

　
研

究
業

務
の

う
ち

、
国

立
高

度
専

門
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
医

療
研

究
連

携
推

進
本

部
横

断
的

研
究

推
進

費
に

つ
い

て
、

研
究

計
画

等
が

未
了

の
た

め
、

翌
事

業
年

度
に

67
,6

09
,9

57
円

収
益

化
予

定
。

法
人

共
通

業
務

資
本

剰
余

金
へ

の
振

替
資

産
見

返
運

営
費

交
付

金
へ

の
振

替
主

な
使

途

研
究

用
機

械
備

品
:

11
,3

18
,6

81
円

―

31
,3

57
,3

06

― ― ――
―

教
育

研
修

用
機

械
備

品
:

81
8,

51
0円

―

臨
床

研
究

用
機

械
備

品
:

31
,3

57
,3

06
円

0

81
8,

51
0

使
用

見
込

み

引
当

金
見

返
と

の
相

殺
相

殺
額

15
0,

96
2,

48
3

主
な

相
殺

額
の

内
訳

退
職

給
付

引
当

金
見

返
:

15
0,

96
2,

48
3円

セ
グ

メ
ン

ト
振

替
額

43
,4

94
,4

97

67
,6

09
,9

57
計
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12
．

運
営

費
交

付
金

以
外

の
国

等
か

ら
の

財
源

措
置

の
明

細
（

１
）

施
設

費
の

明
細

（
単

位
:

円
）

0
1,

40
1,

03
2,

00
0

0
1,

40
1,

03
2,

00
0

35
0,

51
3,

00
0

35
0,

51
3,

00
0

1,
75

1,
54

5,
00

0
合
　
　
　
　
　
計

摘
　

要
建

設
仮

勘
定

見
返

施
設

費
当

期
交

付
額

資
本

剰
余

金
そ

の
他

左
の

会
計

処
理

内
訳

区
　

　
　

　
　

分

1,
75

1,
54

5,
00

0
国

立
研

究
開

発
法

人
国

立
精

神
・

神
経

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

施
設

整
備

費
補

助
金

20



（
２

）
補

助
金

等
の

明
細

（
単

位
:

円
）

0
0

0
7,

70
6,

00
0

0
0

0
8,

16
9,

00
0

0
0

0
1,

63
8,

00
0

2,
43

6,
94

0
0

0
1,

48
8,

06
0

83
,8

20
,0

00
0

0
21

,9
15

,9
94

0
0

0
1,

12
5,

00
0

0
0

0
59

,0
00

0
0

0
60

,0
00

0
0

0
77

7,
23

3,
00

0

0
0

0
97

,7
40

0
0

0
31

,3
20

0
0

0
1,

07
4,

86
5

0
0

0
75

,7
00

0
0

0
60

,0
00

0
0

0
7,

57
3,

00
0

0
0

0
42

,1
59

,0
00

0
0

0
23

,6
27

,0
00

0
0

0
51

3,
00

0

精
神

保
健

対
策

費
補

助
金

（
て

ん
か

ん
地

域
診

療
連

携
体

制
整

備
事

精
神

保
健

及
び

精
神

障
害

者
福

祉
に

関
す

る
法

律
に

基
づ

く
報

告
書

等
報

告
業

務
補

助
金

交
付

事
業

精
神

保
健

対
策

費
補

助
金

（
こ

こ
ろ

の
健

康
づ

く
り

対
策

事
業

）
7,

70
6,

00
0

0

心
神

喪
失

者
等

医
療

観
察

法
指

定
入

院
医

療
機

関
運

営
費

負
担

金

0 0 0

資
本

剰
余

金

精
神

保
健

対
策

費
補

助
金

（
摂

食
障

害
治

療
支

援
セ

ン
タ

ー
設

置
運

営
事

業
）

0

令
和

４
年

度
両

立
支

援
等

助
成

金
（

雇
用

保
険

被
保

険
者

分
、

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

小
学

校
休

業
等

対
応

コ
ー

ス
）

疾
病

予
防

対
策

事
業

費
等

補
助

金
（

難
病

特
別

対
策

推
進

事
業

（
感

染
症

予
防

事
業

費
等

国
庫

負
担

（
補

助
）

金
）

）
3,

92
5,

00
0

0 0 0

左
の

会
計

処
理

内
訳

預
り

補
助

金
等

収
益

計
上

区
　

　
　

　
　

分
当

期
交

付
額

8,
16

9,
00

0

77
7,

23
3,

00
0

摘
　

要

在
宅

人
工

呼
吸

器
使

用
難

病
患

者
非

常
用

電
源

設
備

整
備

事
業

東
京

都
災

害
派

遣
精

神
医

療
チ

ー
ム

60
,0

00

小
平

市
介

護
事

業
所

感
染

拡
大

防
止

対
策

補
助

金
（

訪
問

看
護

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

）
令

和
３

年
度

両
立

支
援

等
助

成
金

（
雇

用
保

険
被

保
険

者
以

外
分

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
小

学
校

休
業

等
対

応
コ

ー
ス

）
令

和
３

年
度

両
立

支
援

等
助

成
金

（
雇

用
保

険
被

保
険

者
分

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
小

学
校

休
業

等
対

応
コ

ー
ス

）

59
,0

00

東
京

都
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
医

療
提

供
体

制
緊

急
整

備
事

業
補

助
金

60
,0

00

障
害

者
総

合
福

祉
推

進
事

業
（

て
ん

か
ん

診
療

と
支

援
の

実
態

及
び

地
域

連
携

の
好

事
例

に
関

す
る

検
討

）
令

和
４

年
度

認
知

症
行

動
療

法
研

修
事

業
費

補
助

金
令

和
４

年
度

東
京

都
医

療
機

関
物

価
高

騰
緊

急
対

策
支

援
金

42
,1

59
,0

00
0

資
産

見
返

補
助

金
等

1,
12

5,
00

0

10
5,

73
5,

99
4

1,
63

8,
00

0
0 0

97
,7

40

令
和

４
年

度
埼

玉
県

皆
野

町
在

宅
重

症
心

身
障

害
児

の
家

族
に

対
す

る
レ

ス
パ

イ
ト

ケ
ア

事
業

補
助

金

建
設

仮
勘

定
見

返
補

助
金

等

23
,6

27
,0

00
00

31
,3

20
0

1,
07

4,
86

5
0

75
,7

00
0

7,
57

3,
00

0
0

在
宅

人
工

呼
吸

器
使

用
難

病
患

者
非

常
用

電
源

設
備

整
備

事
業

51
3,

00
0

0

21



0
0

0
10

2,
14

0

0
0

0
10

0,
00

0

0
0

0
50

,0
00

0
0

0
72

,0
00

0
0

0
13

1,
81

0

0
0

0
4,

16
8,

00
0

0
0

0
2,

17
0,

00
0

86
,2

56
,9

40
0

0
90

1,
39

9,
62

9

13
．

役
員

及
び

職
員

の
給

与
の

明
細

（
単

位
:

千
円

、
人

）

支
給

人
員

(0
) 0 (0
)

71 (0
)

71
（

注
）

１
．

２
．

３
．

支
給

人
員

は
、

年
間

平
均

支
給

人
員

数
を

記
載

し
て

お
り

ま
す

。
４

．
非

常
勤

の
役

員
及

び
職

員
は

、
外

数
と

し
て

（
　

　
）

で
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

５
．

中
⾧

期
計

画
に

お
い

て
は

、
法

定
福

利
費

等
を

含
め

て
予

算
上

の
人

件
費

と
し

て
お

り
ま

す
が

、
上

記
明

細
に

は
法

定
福

利
費

等
は

含
ま

れ
て

お
り

ま
せ

ん
。

合
　

　
　

計

支
給

人
員

支
給

額
(3

)

0

職
員

に
対

す
る

給
与

等
の

支
給

基
準

は
、

国
立

研
究

開
発

法
人

国
立

精
神

・
神

経
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
職

員
給

与
規

程
、

国
立

研
究

開
発

法
人

国
立

精
神

・
神

経
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
非

常
勤

職
員

給
与

規
程

、
国

立
研

究
開

発
法

人
国

立
精

神
・

神
経

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

非
常

勤
医

師
及

び
研

究
員

給
与

規
程

、
国

立
研

究
開

発
法

人
国

立
精

神
・

神
経

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

職
員

退
職

手
当

規
程

に
よ

っ
て

お
り

ま
す

。

職
　

　
　

員
(1

,4
81

,0
25

)
(6

05
)

(0
)

5,
48

2,
90

2
80

5
28

3,
26

9

支
給

額

28
3,

26
9

退
職

手
当

(1
,4

88
,8

85
)

(6
08

)

役
員

に
対

す
る

報
酬

等
の

支
給

基
準

は
、

国
立

研
究

開
発

法
人

国
立

精
神

・
神

経
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
役

員
報

酬
規

程
及

び
国

立
研

究
開

発
法

人
国

立
精

神
・

神
経

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

役
員

退
職

手
当

規
程

に
よ

っ
て

お
り

ま
す

。

役
　

　
　

員
0

合
　
　
　
　
　
計

98
7,

65
6,

56
9

(0
)

26
,5

30
2

(0
)

5,
50

9,
43

2

区
　

　
　

分

80
7

報
酬

又
は

給
与

(7
,8

60
)

東
京

都
災

害
拠

点
精

神
科

病
院

応
急

用
資

器
材

補
助

金
2,

17
0,

00
0

0

令
和

４
年

度
小

平
市

介
護

事
業

所
省

エ
ネ

機
器

買
替

、
光

熱
水

費
等

追
加

対
策

補
助

金
（

訪
問

看
護

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

）
10

2,
14

0
0

令
和

４
年

度
小

平
市

介
護

事
業

所
光

熱
水

費
等

高
騰

臨
時

対
策

補
助

金
（

訪
問

看
護

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

）
10

0,
00

0
0

障
害

者
総

合
福

祉
推

進
事

業
(ギ

ャ
ン

ブ
ル

等
依

存
症

問
題

の
実

態
調

査
の

実
施

方
法

の
策

定
に

係
る

検
討

)
4,

16
8,

00
0

0

令
和

４
年

度
東

京
都

臨
床

調
査

個
人

票
電

子
化

等
推

進
事

業
補

助
金

50
,0

00
0

令
和

４
年

度
介

護
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

燃
料

費
高

騰
緊

急
対

策
支

援
金

（
訪

問
看

護
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
）

72
,0

00
0

令
和

４
年

度
両

立
支

援
等

助
成

金
（

雇
用

保
険

被
保

険
者

分
、

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

小
学

校
休

業
等

対
応

コ
ー

ス
）

13
1,

81
0

0

22



14
．

科
学

研
究

費
補

助
金

の
明

細
（

単
位

:
円

）

（
注

）
　

当
期

受
入

の
上

段
は

、
間

接
経

費
相

当
額

で
あ

り
、

下
段

の
括

弧
書

は
、

直
接

経
費

相
当

額
で

す
。

　
学

術
変

革
領

域
研

究
3,

11
1,

00
0

3
(1

6,
96

4,
68

0)

　
基

盤
研

究
（

Ａ
）

8,
73

0,
00

0

3,
60

0,
00

0

32
種

　
　

目
件

数
摘

　
要

1,
81

5,
00

0
5

(1
3,

36
8,

85
2)

　
挑

戦
的

研
究

当
期

受
入

(5
42

,7
16

,6
56

)

厚
生

労
働

科
学

研
究

費
補

助
金

文
部

科
学

省
研

究
費

補
助

金

合
計

62
,5

68
,1

43
17

2
(3

71
,6

07
,9

36
)

12
1,

13
6,

14
3

20
4

(1
71

,1
08

,7
20

)

　
新

学
術

領
域

研
究

12
,7

16
,5

43
58

3,
09

0,
00

0
3

(2
9,

45
9,

65
5)

　
若

手
研

究
(7

3,
18

1,
86

8) 0
1

(4
80

,0
00

)
　

奨
励

研
究

2
(1

3,
73

5,
34

8)

58
,5

68
,0

00

7
(5

4,
66

8,
65

2)

　
基

盤
研

究
（

Ｂ
）

13
,8

51
,0

00
21

(8
6,

19
0,

53
4)
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（
注

）
１

．

２
．

事
業

の
内

容
「

研
究

事
業

」
　

　
 :

精
神

・
神

経
疾

患
等

に
関

す
る

戦
略

的
研

究
・

開
発

を
推

進
す

る
事

業
「

臨
床

研
究

事
業

」
 :

基
礎

研
究

を
臨

床
現

場
に

橋
渡

し
す

る
ト

ラ
ン

ス
レ

ー
シ

ョ
ナ

ル
リ

サ
ー

チ
及

び
治

験
等

の
事

業
「

診
療

事
業

」
　

　
 :

精
神

・
神

経
疾

患
等

の
高

度
先

駆
的

及
び

患
者

等
の

視
点

に
立

っ
た

、
良

質
か

つ
安

全
な

医
療

を
提

供
す

る
た

め
の

事
業

「
教

育
研

修
事

業
」

 :
精

神
・

神
経

疾
患

等
に

対
す

る
研

究
・

医
療

の
専

門
家

（
看

護
師

、
薬

剤
師

等
の

コ
メ

デ
ィ

カ
ル

部
門

も
含

む
。

）
の

育
成

を
積

極
的

に
行

う
事

業
「

情
報

発
信

事
業

」
 :

研
究

成
果

等
や

収
集

し
た

国
内

外
の

最
新

知
見

等
の

情
報

を
迅

速
か

つ
分

か
り

易
く

、
国

民
及

び
医

療
機

関
に

提
供

す
る

事
業

３
．

４
．

セ
グ

メ
ン

ト
の

区
分

に
つ

い
て

は
、

高
度

専
門

医
療

に
関

す
る

研
究

等
を

行
う

国
立

研
究

開
発

法
人

に
関

す
る

法
律

に
定

め
ら

れ
て

い
る

業
務

内
容

に
基

づ
き

、
「

研
究

事
業

」
、

「
臨

床
研

究
事

業
」

、
「

診
療

事
業

」
、

「
教

育
研

修
事

業
」

、
「

情
報

発
信

事
業

」
に

区
分

し
て

お
り

ま
す

。

事
業

費
用

の
う

ち
法

人
共

通
は

、
各

セ
グ

メ
ン

ト
に

配
賦

不
能

な
費

用
で

あ
り

、
全

て
管

理
部

門
に

係
る

費
用

（
1,

54
4,

48
0,

89
6円

）
で

す
。

総
資

産
の

う
ち

法
人

共
通

は
、

各
セ

グ
メ

ン
ト

に
配

賦
し

な
か

っ
た

資
産

で
あ

り
、

そ
の

主
な

も
の

は
、

現
金

及
び

預
金

（
6,

93
5,

81
4,

61
2円

）
で

す
。
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決 算 報 告 書



 



（単位:円）

予算 決算 差額 備考 予算 決算 差額 備考

収入

運営費交付金 2,167,868,000 2,167,868,000 0 1,307,148,000 1,307,148,000 0

施設整備費補助金 1,529,450,000 1,529,450,000 0
施設整備費補助金収入が
計画よりFALSEしたこと
による

－ － －

補助金収入 19,652,000 17,625,000 △ 2,027,000 補助金収入が計画より減
少したことによる

4,058,000 76,667,000 72,609,000 補助金収入が計画より増
加したことによる

業務収入 2,925,169,777 3,131,978,198 206,808,421 業務収入が計画よりも増
加したことによる

229,661,465 275,064,099 45,402,634 業務収入が計画より増加
したことによる

その他収入 － － － その他収入が計画より
FALSEしたことによる

－ － － その他収入が計画より
FALSEしたことによる

計 6,642,139,777 6,846,921,198 204,781,421 1,540,867,465 1,658,879,099 118,011,634

支出

業務経費 4,857,424,524 5,075,971,321 218,546,797 業務経費が計画より増加
したことによる

1,652,622,532 1,756,254,829 103,632,297 業務経費が計画より増加
したことによる

施設整備費 1,802,200,682 576,879,377 △ 1,225,321,305
有形固定資産取得が計画
より減少したことによる

50,899,822 36,260,464 △ 14,639,358
有形固定資産取得が計画
より減少したことによる

借入金償還 － － － － － －

支払利息 － － － － － －

その他支出 0 5,224,244 5,224,244
その他支出が計画より増
加したことによる

－ 9,268,159 9,268,159
その他支出が計画より増
加したことによる

計 6,659,625,206 5,658,074,942 △ 1,001,550,264 1,703,522,354 1,801,783,452 98,261,098

（単位:円）

予算 決算 差額 備考 予算 決算 差額 備考

収入

運営費交付金 1,036,000 1,036,000 0 215,893,000 215,893,000 0

施設整備費補助金 198,110,000 0 △ 198,110,000
施設整備費補助金が計画
より減少したことによる

－ － －

補助金収入 1,037,902,986 883,939,384 △ 153,963,602
補助金収入が計画より減
少したことによる

－ － －

業務収入 12,302,657,315 11,453,838,977 △ 848,818,338
業務収入が計画より減少
したことによる

49,153,481 83,380,031 34,226,550
業務収入が計画より増加
したことによる

その他収入 － － －
その他収入が計画より
FALSEしたことによる

－ － －
その他収入が計画より
FALSEしたことによる

計 13,539,706,301 12,338,814,361 △ 1,200,891,940 265,046,481 299,273,031 34,226,550

支出

業務経費 10,778,776,578 10,560,602,328 △ 218,174,250 業務経費が計画より減少
したことによる

827,753,009 824,922,865 △ 2,830,144 業務経費が計画より減少
減少したことによる

施設整備費 252,057,806 62,463,733 △ 189,594,073 有形固定資産取得が計画
より減少したことによる

0 818,510 818,510 有形固定資産取得が計画
より増加したことによる

借入金償還 138,770,000 138,770,000 0
借入金償還額が計画より
FALSEしたことによる

－ － －

支払利息 109,350 109,350 0
支払利息が計画より
FALSEしたことによる

－ － －

その他支出 0 10,958,200 10,958,200
その他支出が計画より増
加したことによる

－ － －

計 11,169,713,734 10,772,903,611 △ 396,810,123 827,753,009 825,741,375 △ 2,011,634

教育研修事業診療事業
区分

決　算　報　告　書
（令和4年４月１日～令和5年３月31日）

区分

【国立研究開発法人　国立精神・神経医療研究センター】

臨床研究事業研究事業
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（単位:円）

予算 決算 差額 備考 予算 決算 差額 備考

収入

運営費交付金 1,281,000 1,281,000 0 82,017,000 82,017,000 0

施設整備費補助金 － － － － － －

補助金収入 － － －
補助金収入が計画より
FALSEしたことによる

－ － －

業務収入 213,748 － △ 213,748
業務収入が計画より減少
したことによる

857,645,831 877,417,086 19,771,255
業務収入が計画より増加
したことによる

その他収入 － 224,055 224,055
その他収入が計画より増
加したことによる

0 635,615 635,615
その他収入が計画より増
加したことによる

計 1,494,748 1,505,055 10,307 939,662,831 960,069,701 20,406,870

支出

業務経費 27,475,345 25,182,137 △ 2,293,208 業務経費が計画より減少
したことによる

1,439,954,019 1,648,204,233 208,250,214 業務経費が計画より増加
したことによる

施設整備費 0 － －
有形固定資産取得が計画
よりFALSEしたことによ
る

0 38,453,338 38,453,338 有形固定資産取得が計画
より増加したことによる

借入金償還 － － － － － －

支払利息 － － － － － －

その他支出 － － － 0 500,000,000 500,000,000
その他支出が計画より増
加したことによる

計 27,475,345 25,182,137 △ 2,293,208 1,439,954,019 2,186,657,571 746,703,552

（単位:円）

予算 決算 差額

収入

運営費交付金 3,775,243,000 3,775,243,000 0

施設整備費補助金 1,727,560,000 1,529,450,000 △ 198,110,000 施設整備費補助金が計画より減少したことによる

補助金収入 1,061,612,986 978,231,384 △ 83,381,602 補助金収入が計画より減少したことによる

業務収入 16,364,501,617 15,821,678,391 △ 542,823,226 業務収入が計画より減少したことによる

その他収入 0 859,670 859,670 その他収入が計画より増加したことによる

計 22,928,917,603 22,105,462,445 △ 823,455,158

支出

業務経費 19,584,006,007 19,891,137,713 307,131,706 業務経費が計画より増加増加したことによる

施設整備費 2,105,158,310 714,875,422 △ 1,390,282,888 有形固定資産取得が計画より減少したことによる

借入金償還 138,770,000 138,770,000 0

支払利息 109,350 109,350 0 支払利息が計画よりしたことによる

その他支出 0 525,450,603 525,450,603 その他支出が計画より増加したことによる

計 21,828,043,667 21,270,343,088 △ 557,700,579

区分
備考

合　計

法人共通情報発信事業
区分
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監 事 の 意 見
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会計監査人の意見
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